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1．総合研究
アジア農村発展の課題
研究代表者　久　保　田　義　喜
　2004年度はタイ農村の発展にっいて現地調査を実施した。これまで農村開発は外国の援助を
受け、政府主導でなされることが多かった。特に、大規模な農地造成や灌概施設の整備、研究施
設と体制の充実、融資制度などにおいては、そのような特徴が見られた。
　しかし、現在、途上国における農村開発は新たな段階を迎えているように思われる。ハードか
らソフトへと重心を移動させている。たとえば、一村一品、産直、有機農業、村づくりなどが、
主要なテーマとなっている。ここには先進国と途上国の差はない。
　タイの農村において、これらの課題を集中して取り上げているのが、様々なNGOの団体なので
ある。これらの団体は、前述のようなテーマばかりでなく、農村貧困問題、遺伝子組み換え作物、
コミュニティ・フォレスト、土地問題、環境問題など、タイの農村が抱えるあらゆる問題に取り
組んでいる。
　NGOは、地方レベルと中央レベルの2つに層化され、地方レベルは農村や農民の現実に携わり、
中央レベルは外国からくる情報を地方に仲介する役割を果たしている。
　NGOは行政との関係では、補完的でもあれば、対立的でもある。補完的であるとは、行政が地
域全体を対象とするのに対して、NGOはモデル形成や問題解決をめざし地域限定的である。また
対立的であるとは、NGOの活動資金は外国のNGOに依存し、タイ政府の農政を批判する活動も少
なくない。現政府は外国のNGOの影響を抑えようと図っている。　NGOはもともと問題解決型で、
しばしば批判的な活動もしてきた。
　現在タイのNGOは大きな変化に直面している。政府・行政との関係、資金問題、情報化・グロ
ーバリゼーションへの対応などである。重要なのはNGOの団体としての自立であろう。
次にまとめに向けての基本的論点について触れておきたい。
1．経済発展の現状と都市・農村問題
　　20世紀末から21世紀にかけてのアジア諸国の特徴は遅れた途上国と言うイメー…ジを払拭し
　急激に発展し躍動する国々へと変貌を遂げつっあることである。とりわけ中国は他の国と異な
　る政治経済体制であるが改革開放政策路線に沿って年率10％に達する経済成長を続けている
　し、インドも中国ほどではないが高い経済成長を誇っている。韓国、台湾などのNIES諸国
　は途上国の仲間から脱しっっあると言われている。一方、タイに関しては金融危機を克服して
　新たな展開を始めていることが注目される。
　　こうした経済発展のなかにあって都市と農村の関係がどのようになっているであろうか。経
　済発展は概して都市部への資本と労働力の集中をもたらし都市の一層の発展を促すのに対して、
　農村部の衰退が共通した状況となっている。たとえば、中国において沿海部の急激に工業化・
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都市化が進む一方、内陸部から農村人口が大量に流出し、農業・林業の活力低下が大きな社会
問題となっているし、タイにおいては首都バンコクへの人口集中が続く一方で北部、東北部の
農村部は大きな課題を抱えている。インドにおいては大都市への人口集中が依然として続いて
いるものの、広大な農村部はなお人口の3分の2を抱えており、低い農業生産性と過剰就業問
題に悩まされている。
2　国民の消費水準の変化と食料需給
　経済発展に伴って起こる変化の一つは国民の消費構造の変化である。中国においては経済発
展により国民の所得水準が向上した。そのことが従来の伝統的な食生活構造に大きな変化をも
たらしている。国民が摂取する動物性蛋白質が豚肉から牛肉へと移っていったのである。これ
は日本でも経験したことであるが牛の飼育のためにより多くの穀類を必要とするようになった。
そのことが穀物需要の拡大をもたらし、輸入を増加させることに繋がった。そのことは世界の
穀物貿易に大きなインパクトを与えることになっていくのである。
　　しかし、アジアのなかのもう一つの大国インドにおいてはこうした食料消費構造の変化が起
　こっていない。ヒンドウ教徒が圧倒的多数を占めるインドにおいては肉食にっいては拒絶反応
　を持っているからである。その意味ではアジアは一色ではなく多様性を秘めた経済圏であり、
地域経済圏として統一的に把握していくことを難しくさせている。
3　農業生産のグローバル化と農産物貿易問題
　　農村の主要な産業は言うまでもなく農業である。この農業がいまや大きく変わろうとしてい
　る。その一つは穀物生産中心の耕種農業から畜産物、野菜類、果実類を含めた多様な商品生産
化とコスト競争の激化である。品種改良の発達、農薬や肥料の大量供給、灌瀧施設の発達等、
　緑の革命を支えた技術の普及によって生産は大きく拡大し食糧の消費構造も絶対的飢餓水準を
脱し選択的消費様式に移行しっっある。WTOの成立によって農産物貿易はより一層グローバル
化し、国境障壁がとり払われつつある。こうした状況下でアジア諸国は先進国間との競争、途
上国間同士の競争という二重の競争に晒されるようになった。アジアの農村はいまや独自の発
展戦略を構築していかなくてはならない段階にさしかかっている。
4　農村工業化と農業構造問題
　　アジアの農業は家族を中心とした小農経営であり、家族経営ではあるが大規模な西欧農業と
　は異なっている。西欧農業が基本的に畑作であるのに対してアジア農業は水田稲作農業だとい
　うところに違いがある。このことが農業を労働集約的経営形態をとらせてきた。けれどもこう
　した稲作農業においても機械化が進展し、農業における過剰就業問題が深刻さを増やしていく
　ことである。こうした状況を打開していくには非農業部門における雇用を増やしていくことで
　ある。問題はそうした工業化の速度と方向である。農産物を原料とする農産加工工業や農業関
連工業の拡大と定着が必要であろう。前者にっいていえばわずかに主要な農産物である米の精
米・脱穀工業が農村部に存在するものの、その後の加工過程はすべて都市内部でなされている
状況である。農畜産物の加工部門もがもっぱら都市部でなされていることが農村部の活力を失
　わせるひとつの要因となっている。
　　その他の農業関連工業も多くは都市部に立地しており、農村の過剰人口を吸収するまでには
　至っていない。工業の立地配置が都市・農村のバランスの取れた発展を目指す上で避けてはな
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　らない課題となつている。
5　農村発展に関する日本モデルの検討と都市・農村関係のあらたな構築
　　アジアの農村発展に求められる将来像は従来型の経済発展＝都市化ではない第三の道が求め
　られなければならないであろう。かつて多くの先進国がたどった急激な農村の都市化、工業化
の道は再検討されなければならない。またアジア諸国の多くの国が農村部に多数の過剰人口を
抱えている現実と急激な都市化工業化による都市問題の激化を総合的に解決していく視点から
すれば日本はそのモデルにはならないし、中国モデルも同様であろう。多様性のあるアジア諸
国を一つの型にはまった開発モデルで描くのではなく多様性を認めつつ、緩やかで環境問題に
　も配慮した発展の道が追求されなければならない。
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